
論文 ポリマーセメントモルタルを活用した鋼橋の騒音振動対策に関する

研究 
 

谷口 望*1・廣江 正明*2・佐竹 紳也*3 

 

要旨：ポリマーセメントモルタルは，耐久性，耐衝撃性に優れているとともに鋼材との付着力も強く，鋼構

造物の被覆材としての活用が試みられている。また，近年は，環境適合性への配慮の観点から，鋼構造物の

騒音振動が課題となっている。そこで本研究では，鋼構造物に対するポリマーセメント被覆を，騒音振動対

策として考え，従来からの騒音振動対策である制振材と比較し，その効果を検証した。また，その検証にあ

たっては，騒音振動の伝搬を空気粒子の移動ととらえ，これを測定できる粒子速度計を用い，従来の加速度

計や集音マイクとは異なる観点での検討を行った。 
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1. はじめに 

 近年，環境適合性への配慮が重要になってきている。

特に，土木鋼構造物では，鋼部材の騒音振動に配慮する

ことが必要不可欠であり，鋼鉄道橋では，鈑桁の場合，

構造物から生じる音（構造物音）が最も生じやすいウェ

ブパネルに対して，制振材が取り付けられる（図－１）。

この制振材は，ゴムやアスファルトなどとメッキ鋼板を

層状に取り付けたものであり，鋼材に接着剤や磁石，ボ

ルト等で取り付けるものである。メッキ鋼板が拘束層と

なり，ゴムやアスファルト層自身の内部損失や，この層

と鋼板との接触面における摩擦損失により，振動低減を

行うものである 1）。ただ，この制振材の課題としては，

形状や寸法の決まった製品であることから鋼部材への取

り付け箇所が制限される点にある。また，維持管理上，

制振材を取り付けた鋼材面の塗り替えが困難になり，腐

食損傷への懸念も指摘されていることに加え，制振材自

身が高価であり，建設費が嵩むという問題点もある。 

 そこで著者らは，以前より，ポリマーセメントモルタ

ル（PCM）被覆を活用し，鋼部材の騒音振動対策として

活用することを提案し，一部実用化されている状況にあ

る 2），3）。PCM は，耐久性，耐衝撃性に優れているだけで

なく，鋼材との付着力も強いものもある。つまり，この

PCM 自身が，鋼部材の騒音振動を抑える効果を持ちつつ，

鋼部材の防食材として機能することも期待できる。また，

PCM は吹付やコテでの塗り付けが可能であることから，

鋼部材の寸法や表面形状に作用されることなく，設置が

可能となる点も有利である。 

 一方，騒音振動の評価に関しては，以下の課題がある。

一般的な鋼部材の騒音振動対策では，制振を行う材料を

付加することで，鋼材を含む構造体の内部損失を増やし，  

 

(a)制振材の例（製品寸法 300×450mm） 

 

 

(b)橋梁箱桁内ウェブに設置された制振材の例 

 

 

(c) 上路プレートガーダーに試験的に設置した例 

図－１ 従来より使用されてきた鋼鉄道橋の制振材の例 

 

列車通過に伴って発生する鋼材振動の消費エネルギーを

増加させ，その結果として構造物音の発生エネルギーを

減少させる方式である。ただし，これらの対策による鋼

材振動とその振動放射音の低減効果が乖離する事例も多

く 4)－6)，対策による低減効果が正確に把握できていない。 
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図－２ 平板試験に用いた実験で使用した 

1 軸粒子速度計 

 

 

図－３ 打撃面における振動加速度の計測状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－４ 平板上の打撃点(×)と計測点(●)の配置図 

 

そこで本研究では，試験体による打撃試験の結果をも

とに，従来の制振材 2 種と PCM 被覆の制振効果に比較

を行う。また，この比較にあたっては，振動部位近傍で

直接計測した音の粒子速度をもとに対策効果を評価する

手法を提案すると共に，被対策部位の粒子速度と振動の

低減効果を比較することで，提案法の妥当性を検証する

こととした。 

 

図－５ 試験体と計測機器配置図 

 

2. 計測方法と評価手順 

2.1 粒子速度計 

本研究では 1 軸方向の粒子速度を計測できる粒子速度

計を使用した（図－２参照）。この計測機器は，防護筒の

中にあるセンサ部に，平行に並んで固定された 200℃の 2

本の白金製の熱線があり，熱線と直交する方向に沿って

伝搬する音波によって生じる熱線間の熱量の移動を，両

者間の抵抗値の変化として計測する特殊な機器である。

この白金製の熱線の太さは毛髪の 400 分の 1 程度で，音

波に起因して生じる空気中の微小な振動（圧力ではなく

向きを有する流れ）が計測可能である。粒子速度計は，

センサ部周辺の微小範囲内の変化を計測する為，被測定

部位との距離を小さくする必要がある 7)。ただし，同機

器は風等の空気の流れの影響を受け易い為，屋外計測に

は不向きな面がある。 

2.2 鋼試験体および打撃試験の概要 

実験で使用した平板試験体は，鋼プレートガーダーの

ウェブ 1 パネルを模擬したものとし，ウェブ 4 辺を L型

アングル（補剛材）で補強された鋼製平板（1.055 m × 

0.740 m：[被対策部] 0.9 m × 0.6 m，ウェブ厚み 9×10-3 

m）である。図－３に示すように，4 辺の L 型を除く平

らな範囲を被対策部とし，制振材貼付前後における振動

加速度 a (m/s2)とその近傍の粒子速度 u (m/s)を板全面に

亘って 70 点ずつ計測することとした（図－４）。なお，

打撃点ごとに異なる振動モードが励起されるように，板

の四辺付近から 2 点，板中央付近から 1 点，計 3 点の打

撃点を選んだ。 

打撃においては，入力値の計測できる一般的なインパ

クトハンマを用い，振動加速度センサ，粒子速度計，イ

ンテンシティ･マイクロホンを用いてそれぞれ計測を行

った（図－３～図－５参照）。振動加速度センサはマグネ

ット･アタッチメントを用いて被対策部の打撃面側に設 

置し，粒子速度計は振動加速度センサ設置位置の真裏で，

被対策部の放射面側の表面から 0.01～0.02 m離れた位置
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に軸方向が放射面と垂直になる向きで固定した。インパ

クトハンマで被対策部の打撃面側を加振した時の打撃力

と各計測機器からの出力電圧信号をデータレコーダ（サ

ンプリング周波数は fs = 24.0 kHz，および， fs = 25.6 kHz

を使用）に収録した。打撃点および計測点の組合せごと

に，雑音(Noise)の成分に比して十分な大きさの打撃振動

(Signal)の成分が確保された S/Nの良いデータを 5個得る

ようにした。 

2.3 制振対策工の概要 

(1) PCM 

本試験で使用する PCM 被覆による制振対策工には，

鋼橋のリニューアルで実績のあるもの 2），3）を使用した。

本 PCM の基礎的な特性は，鋼材・コンクリート双方へ

の付着性能は，一般に材齢 7 日付着引張付着強度で

1.0MPa 程度（一般コンクリートの 5 倍程度）であり，耐

塩化物性能，耐衝撃性能にも優れていることが実証され

ている 8）。本対策工においては，この高い付着性能から，

鋼部材の防食だけでなく，コンクリート部材との一体化

を促進することも可能であると考えた。なお，PCM のヤ

ング係数は，一般に 2.00×104MPa 程度である。 PCM 被

覆厚は，比較する従来の磁性式制振材の厚さを参考に

10mm 厚（鋼板片面）とした。この厚さは，施工性及び，

耐塩化物性能から算定される通常のコンクリートの設計

かぶりと同等な耐久性から決まる厚さ（5mm 程度）を十

分満足する値である 3）。本試験で用いた PCM の配合は，

セメント：細骨材＝1:1.75，水セメント比 26.6％，ポリ

マーセメント 17.7％とし，既調合の粉体材料（セメント，

細骨材，その他混和材料）：セメント混和用ポリマーディ

スパージョンを 6.25：1 で練混ぜて，ポリマーセメント

モルタルを調製した。20℃気中養生における圧縮強度は

材齢 7 日で 40.1MPa，材齢 14 日で 42.2MPa であった。

本試験体における PCM の設置状況を図－６に示す。 

(2)磁性式制振材 

PCM の効果と比較するために，従来から使用されている

制振材を 2 種用意した。本製品は両者ともに磁性式制振

材 4)－6)であり，一般に鋼橋の騒音振動対策用に販売され

ているものである（図－７）。磁性式制振材は，接着剤に

より取り付ける制振材とは異なり，磁力に鋼材に取り付

けられる制振材である。また，この磁性式制振材には 2

種類があり，それぞれ通常型 A，改良型 B とした。磁性

型制振材 2 種類のうち，通常型は「基板＋制振材」の非

拘束タイプ，改良型は「基板＋制振ゴム＋拘束板(鋼板層)」

の拘束タイプで，改良型の方が重く固定磁力が強いこと

が分かっているが，本製品においては，詳細な基礎材料

データは公開されていない。 

磁性式制振材の製品は，基本サイズが 300mm×450mm

であるため，試験体ウェブパネルに隙間なく 4 枚を取り 

 

(a) PCM 設置状況   

 

 

(b) 計測用に試験体を組み立てた状況 

図－６ PCMの設置状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－７ 2種類の磁性式制振材の構造概要 

 

図－８ 磁性式制振材取り付け状況 

 

付けた（図－８）。この取付面積は，先述の PCM 取り付

け面積と同等となっている。 

 

3. 測定結果 

3.1 粒子速度計の評価手法 

 初めに，換算式(1)，および，今回使用した粒子速度計

の固有の変換係数（表－１参照）に従い，粒子速度計の

出力電圧信号から粒子速度 uへの換算を周波数帯域ごと 

鋼板

PCM
PCM

鋼板

PCM

t=10mm 

A B 
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表－１ 粒子速度計における換算係数一覧 

Variables Sensitivity or Frequencies 

Su0 [V/(m/s)] 17.6 

fc1u [Hz] 1 

fc2u [Hz] 545 

fc3u [Hz] 3910 

fc4u [Hz] 85 

 

に行った。 

𝑆𝑢[𝑉 (𝑚/𝑠)⁄ ]

=
𝑆𝑢0

√1 +
𝑓𝑐1𝑢
2

𝑓2
√1 +

𝑓2

𝑓𝑐2𝑢
2 √1 +

𝑓2

𝑓𝑐3𝑢
2 √1 +

𝑓𝑐4𝑢
2

𝑓2

 

(1) 

また，振動加速度センサとインテンシティ･マイクロホン

からの出力電圧信号は，それぞれの校正信号をもとに振

動加速度 a，音圧 p に換算した後，前者は 1/f フィルタを

通過させることで周波数帯域別の振動速度  v (m/s)

に，後者は直接法 9)を用いて周波数帯域別の音響インテ

ンシティ I に変換した。同様な手法を用いて，インパク

トハンマの出力電圧信号は，周波数帯域別の打撃力 F 

(N)に換算している。 

ここで，打撃点番号，計測点番号，繰り返し回数を i，

j，kと置き，式(2)に従って周波数帯域別の打撃力 F，振

動速度 v，粒子速度 u，音響インテンシティ I の時間波

形の 2乗値を時間積分して求めた 1回の打撃加振に対す

る各曝露量を Fijk，vijk，uijk，Eijk で表す（∵音響インテ

ンシティ Iの時間積分は単位面積を通過する音響エネル

ギーE である）。変数 P は F，v，u，I（E）を示す。 

 

𝑃𝑖𝑗𝑘 = ∫ 𝑃𝑖𝑗𝑘
2 (𝑡)

∞

0

𝑑𝑡 

  

つぎに，振動速度，粒子速度の曝露量や音響エネルギ

ーを打撃力の曝露量 Fijk で基準化(/F) した後，繰返しデ

ータ数（Nk＝5）で平均化し，基準化曝露量 vij/F，uij/F，

Eij/Fを求めた。更に，被対策部の面全体（計測点数 Nj=70）

で平均化することで，打撃点毎の面平均基準化曝露量 vi/F，

ui/Fと平均基準化エネルギー量 Ei/Fを求めた。基準化及び

平均化の手順を式(3)～(5)に示す。 

 

𝑃𝑖𝑗𝑘/𝐹 = 𝑃𝑖𝑗𝑘 𝐹𝑖𝑗𝑘⁄  

 

𝑃𝑖𝑗/𝐹 = (∑𝑃𝑖𝑗𝑘/𝐹

𝑁𝑘

𝑘=1

) 𝑁𝑘⁄  

𝑃𝑖/𝐹 = (∑𝑃𝑖𝑗/𝐹

𝑁𝑗

𝑗=1

) 𝑁𝑗⁄  

 

最終的に，式(6)に従い，制振材貼付前（無対策）の基

準化曝露量 v0
i/F，u0

i/F，E0
i/Fに対する貼付後（対策後）の

基準化曝露量 v(P,A,B)
i/F，u(P,A,B)

i/F，E(P,A,B)
i/Fの比をレベル化

し，制振対策による周波数帯域別の低減効果Δv，Δu，

ΔE，即ち低減効果の周波数特性を算出した。 

 

∆𝑃𝑖
(𝑃,𝐴,𝐵)

= −10 × 𝑙𝑜𝑔10 (
𝑃𝑖/𝐹
(𝑃,𝐴,𝐵)

𝑃𝑖/𝐹
0 ) 

3.2 PCM の測定結果 

 打撃面側の面平均基準化曝露量と，放射面側の平均基

準化エネルギー量から求めた各点における振動の低減効

果（Vibration Reduction）ΔvP
/F と，粒子速度の低減効果

（Noise Reduction）ΔEP
/Fとの低減効果（Reduction Effect）

間の比較を図－９に，周波数帯域 315 Hz, 2.5 kHz につい

て，打撃点 3 に対する低減効果ΔvP
3/F,ΔuP

3/Fの試験体上

での分布状況を図－１０に示す。各図中の正値は対策に

よって振動又は粒子速度が低下したことを，負値は逆に

増加したことを示している。 

図－９は，「PV」は加速センサによる結果を示し，

「μ-flown」は粒子速度計の結果を示しているが，両者の

低減効果の評価に大きな乖離は見られない結果となった。

本結果は，後述の磁性式制振材の傾向とは異なっている。

また，図－１０(a)から，低い周波数帯域の板振動に対し

て部分的に負の効果（対策による増加）が見られること

を含め，全体を通じて，振動速度と粒子速度の低減効果

の評価結果に大きな乖離は見られない。図－１０(b)の高

い周波数帯域の板振動に対して負の効果は見られず一様

に正の効果が得られている点を含め，両者の低減効果の

評価結果に大きな乖離は見られない結果となった。 

3.3 磁性式制振材と PCM との測定結果の比較 

磁性式制振材通常型 A,改良型 B の低減効果ΔvA
/F と 

ΔEA
/F，ΔvB

/FとΔEB
/Fの各比較を図－１１に示す。図－ 

１１から，通常型 Aでは周波数 630 Hz 付近を境に高周

波域になると振動速度と粒子速度の低減効果Δv(A,B)
3/F,

Δu(A,B)
3/Fに差が生じることが分かる。厚さ 9×10-3 m の

鉄板の屈曲振動の波長 λBは 500 Hz（約 0.43 m）～1 kHz

（約 0.30 m）の間で制振材のサイズと同程度となる為，

当該周波数付近（630 Hz 付近）を境に鉄板側の振動速

度と制振材側の粒子速度の挙動に差が生じ，結果，両低

減効果に違いが現れたと推察される 10）。また，改良型 B

は通常型 A とは面密度や固定磁力が異なる為，低減効

果間に差が生じる周波数が高域にシフトしている。 

(

（2） 

 

(

(3) 

(

（6） 

 

( 

(5) 

( 

(4) 
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(a) 打撃点 1 

 

(b) 打撃点 2 

 

(c) 打撃点 3 

 

(d) 打撃点 1～3の平均値 

 

図－９ 試験における低減効果の比較（PCM） 

 

(a) 1/3オクターブバンド中心周波数 315Hz 

 
(b) 1/3オクターブバンド中心周波数 2.5kHz 

図－１０ PCMにおける低減効果の面的分布 

 

 

図－１１ 制振材Ａ，Ｂの低減効果（打撃点 3） 

 

次に， PCM□印と 2 種類の磁性型制振材（通常型 A

○印と改良型 B◇印），各々の対策による低減効果の周

波数特性の比較結果を図－１２に示す。(a)が振動速度に

よる評価，(b)が粒子速度による評価である。(a), (b)のい 
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(a) 振動速度 

 

(b) 粒子速度 

図－１２PCMと制振材の低減効果比較（打撃点 1～3平均） 

ずれの評価においても，PCM の低減効果は磁性式制振

材の通常型 B より低いものの，通常型 A の低減効果と

同程度となっている。図－１１から，周波数 2 kHz 以上

において振動速度が粒子速度より過大な評価になって

いることを考慮すると，磁性式制振材・通常型 Aと PCM

は粒子速度（振動放射音）に対して同程度の低減効果を

有していると言える。磁性式制振材と比べて重量の軽い

PCM が同程度の放射音の低減効果を発揮することから，

この効果は PCM 材料自体の振動減衰特性が大きく寄与

していると推察される。 

本結果より，PCM を騒音振動対策に用いることは，従

来の制振材と同面積での比較した場合，より軽量であっ

ても同程度の効果を発揮することが予測でき，設置面に

対する自由度やコストの観点から，PCM を用いた方が有

効な対策となりうることが分かる。 

 

4. まとめ 

 本検討では，PCM 被覆を騒音振動対策として用いた場

合を検討する目的で，要素打撃試験を行った。本検討よ

り得られた結果を以下にまとめる。 

(1) PCM 被覆を騒音振動対策として用いた場合，10mm

厚の被覆を用いた場合，従来の制振材と同程度の効

果となることが分かった。 

(2) PCM 被覆は，様々な鋼部材の形状や寸法に適用可能 

なため，取り付け面に制約を受ける制振材よりも広

い面積で対策を行うことが可能であるため，より高

い効果を得られる可能性がある。 

(3) 粒子速度計を用いた計測では，従来の制振材におい

ては高い周波数帯で加速度計との差異を生じたが，

PCM の測定では，粒子速度計と加速度計の結果に大

きな差は生じなかった。これは，制振材とPCMでは，

騒音振動を低減させるメカニズムが異なるためと考

えられる。 
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